
■都の産業施策■

大田区には優れた技術を誇
る中小企業が集積している

充
実
し
た
中
小
企
業
支
援

　関東財務局東京財務事務所がまとめた 年４―６
月期の都内の法人景気予測調査によると、安倍晋三政
権の経済政策「アベノミクス」効果により、全産業の
景況判断指数（ＢＳＩ）は と、 年１―３月期の
以来の高水準で推移した。製造業のＢＳＩも改善

している。
　一方 東京商工リサーチがまとめた 年上半期 １―
６月期 の都の企業倒産 負債 万円以上 は 件
前年同期比 ％減 と 年以降の過去 年間で最
小だった 都の産業には明るい兆しが見えつつある。

都の助成制度 問い合わせ先

新製品・新技術開発

東京都中小企業振興公社　助成課　 ～市場開拓

海外展開技術支援

連携イノベーション促進プログラム
東京都中小企業振興公社　助成課　 ～
産業労働局商工部創業支援課　

中小企業設備リース事業
東京都中小企業振興公社　設備リース課　

自家発電設備等導入費用助成事業

外国特許出願費用助成

東京都知的財産総合センター　

外国侵害調査費用助成

外国意匠・商標出願費用助成

特許調査費用助成

外国実用新案出願費用助成

グローバルニッチトップ助成

目指せ！中小企業経営力強化事業
（展示会等出展支援助成金）

東京都中小企業振興公社　助成課　 ～
産業労働局商工部経営支援課　

ものづくり産業基盤強化グループ 東京都中小企業振興公社　助成課　 ～
産業労働局商工部地域産業振興課　地域中小企業応援ファンド

東京都革新商材事業化支援事業 産業労働局商工部経営支援課　

　都は創業を目指す経営者を支援するため、６月
に「インキュベーションＨＵＢ推進プロジェク
ト」をスタートさせた。都のほか金融機関や中小
企業基盤整備機構などの複数のインキュベーター
が連携し、ベンチャー企業を支援する事業提案に
対して３年間にわたって経費の一部を補助する。
　補助対象は都の産業振興施策や産業特性、地域
特性を踏まえ、支援対象や支援方針について具体
的なテーマを設定している案件。複数のインキュ
ベーターが連携して創業予定者の発掘、育成から
成長促進までを一体的に支援する。

　「スマートシティー」プロジェクトは、東
京都環境公社と連携し、スマートエネルギー
都市推進に向けて総額約 億円の基金を創
設する。この基金で、 年度からスマートエ
ネルギー都市補助事業を展開、エネルギーマ
ネジメントシステムや分散型エネルギーの普
及を推し進める。
　具体的には家庭のエネルギー管理システム
（ＨＥＭＳ）を導入した場合、家庭用燃料電
池導入に上限 万 円を補助。ビークル・

トゥ・ホームシステムと電気自動車（ＥＶ）
を同時に導入すると 万円を補助する。国の
補助額 万円と合わせると、導入コスト
万円と、 万円以上抑えられる。
　また事業所向けはビルのエネルギー管理シ
ステム ＢＥＭＳ 機器導入に、オフィスビル
などのコジェネレーションシステム設置費用
の２分の１ 上限３億円 を 年度まで補助
年度に限り 中小テナントビル向けＢＥＭ

Ｓに経費の４分の１ 同 万円 を補助する

海
外
進
出

　
都
は
高
い
技
術
力
を
生
か

し
て
海
外
進
出
し
よ
う
と
し

て
い
る
中
小
企
業
に
対
し
、

海
外
で
の
実
用
新
案
特
許
出

願
や
周
辺
特
許
の
権
利
取
得

の
た
め
の
新
技
術
に
関
す
る

先
行
技
術
調
査
、
知
財
ト
ラ

ブ
ル
対
策
な
ど
を
支
援
し
て

い
る
。
国
内
市
場
の
縮
小
な

ど
を
受
け
て
海
外
進
出
が
増

加
し
て
い
る
が
、
中
小
企
業

が
国
際
的
な
製
品
開
発
競
争

に
対
抗
す
る
た
め
に
は
、
現

地
向
け
製
品
開
発
や
知
財
戦

略
に
基
づ
い
た
事
業
展
開
が

不
可
欠
。
こ
の
た
め
、
広
域

首
都
圏
輸
出
製
品
技
術
支
援

セ
ン
タ
ー
Ｍ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
で
国

際
規
格
適
合
に
必
要
な
評
価

試
験
な
ど
の
技
術
支
援
を
展

開
し
て
い
る
。
ま
た
海
外
の

ビ
ジ
ネ
ス
事
情
に
精
通
し
た

ナ
ビ
ゲ
ー
タ
ー
に
よ
る
現
地

情
報
の
提
供
や
専
門
商
社
へ

の
仲
介
を
実
施
し
て
い
る
。

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ロ
グ
ラ
ム

創業スマートシティー

金
融

　
中
小
企
業
金
融
円
滑
化
法

が
３
月
末
に
終
了
し
た
こ
と

を
受
け
、
全
国
の
経
営
改
善

支
援
セ
ン
タ
ー
に
寄
せ
ら
れ

た
問
い
合
わ
せ
や
相
談
は
、

５
月

日
時
点
で
１
６
２
５

件
に
の
ぼ
っ
た
。

　
都
の
経
営
改
善
支
援
事
業

に
は
２
０
２
件
の
相
談
な
ど

が
寄
せ
ら
れ
た
。
同
事
業
は

計
画
に
基
づ
い
て
金
融
支
援

し
た
場
合
、
経
営
改
善
に
関

わ
る
費
用
の
３
分
の
２

上

限
２
０
０
万
円

を
国
が
負

担
す
る
。
３
月
に
経
営
改
善

支
援
セ
ン
タ
ー
を
開
設
し
た

当
時
は
、
制
度
に
つ
い
て
の

全
般
的
な
問
い
合
わ
せ
が
多

か
っ
た
が
、
４
月
に
入
っ
て

利
用
申
請
が
増
加
し
、
現

在
、
利
用
申
請
受
付
件
数

件
、
利
用
申
請
決
定
件
数

件
に
達
し
て
い
る
。

地
域
産
業

知財トラブル対策など支援

外国企業の誘致加速
　
都
は
１
月
に

策
定
し
た
「
２

０
２
０
年
の
東

京
」
へ
の
ア
ク

シ
ョ
ン
プ
ロ
グ

ラ
ム
２
０
１
３

で
、
総
合
特
区

を
利
用
し
た
外

国
企
業
誘
致
活

動
「
ア
ジ
ア
ヘ

ッ
ド
ク
ォ
ー
タ

ー
特
区
」
を
盛

り
込
ん
だ
。
国

税
の
優
遇
措
置

と
合
わ
せ
て
都

が
独
自
に
法
人

事
業
税
を
全
額

減
免
し
、
外
国

企
業
の
法
人
実
効
税
率

国

税
と
地
方
税
の
合
計

を

％
台
ま
で
に
引
き
下
げ
る
構

想
だ
。
さ
ら
に
不
動
産
取
得

税
や
固
定
資
産
税
、
都
市
計

画
税
の
全
額
減
免
構
想
を
掲

げ
て
い
る
。
ア
ジ
ア
ナ
ン
バ

ー
１
の
ビ
ジ
ネ
ス
拠
点
を
目

指
し
、
外
国
資
本
を
呼
び
込

ん
で
日
本
全
体
の
経
済
成
長

を
後
押
し
す
る
。

　

年
ま
で
に
外
国
企
業
５

０
０
社
以
上
を
誘
致
す
る
計

画
。
都
の
試
算
で
は
生
産
誘

発
効
果
が
約
２
兆
３
０
０
０

億
円
、
雇
用
誘
発
効
果
は
約

８
万
２
０
０
０
人
に
達
す

る
。
す
で
に
都
内
中
小
企
業

と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
や
行
政
手

続
き
に
関
す
る
ア
ド
バ
イ
ス

な
ど
の
ビ
ジ
ネ
ス
支
援
で
、

外
国
企
業
の
東
京
進
出
を
促

進
す
る
「
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ン
シ

ェ
ル
ジ
ュ
東
京
」
を
立
ち
上

げ
て
お
り
、
具
体
的
な
新
特

区
地
区
は
都
心
や
臨
海
地

域
、
新
宿
・
渋
谷
・
品
川
各

駅
周
辺
な
ど
を
想
定
し
て
い

る
。
ま
た

年
中
の
都
営
バ

ス

渋
谷
―
六
本
木
間

時
間
運
行
計
画
を
表
明
し
て

お
り
、
外
資
の
法
人
実
効
税

率
軽
減
で
外
国
企
業
の
誘
致

を
加
速
さ
せ
る
方
針
だ
。

経費を補助総額１００億円基金創設

経営改善費用の３分の２負担

補
助
金
交
付
し
後
方
支
援

　
機
械
産
業
を
中
心
と
す
る

町
工
場
が
集
積
す
る
大
田
区

の
工
場
数
は
、
か
つ
て
９
０

０
０
を
超
え
て
い
た
。
し
か

し
、
今
で
は
半
分
以
下
の
約

４
０
０
０
に
減
少
し
て
い

る
。
そ
れ
で
も
仲
間
回
し

と
呼
ば
れ
る
横
請
け
型
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
は
健
在
で
、
大
企

業
の
下
請
け
型
シ
ス
テ
ム
で

は
解
決
で
き
な
い
問
題
に
対

応
し
て
い
る
。

　
都
は
こ
う
し
た
地
域
特
性

を
生
か
す
た
め
、
縦
割
り
で

は
な
い
政
策
に
踏
み
出
し
て

い
る
。

年
度
は
大
田
、墨

田
、板
橋
の
３
区
と
、立
川
市

が
策
定
し
た
「
地
域
産
業
基

盤
強
化
計
画
」
を
承
認
し
、

区
や
市
の
立
地
助
成
計
画
や

工
場
ア
パ
ー
ト
の
整
備
な
ど

に
補
助
金
を
交
付
す
る
後
方

支
援
制
度
を
始
め
て
い
る
。

景況 倒産％減

　
東
京
都
は
「
２
０
２
０
年
の
東
京
」
へ
の
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ロ
グ
ラ
ム
２
０
１
３
で
、

外
国
企
業
誘
致
な
ど
を
掲
げ
た
。
一
方
、
多
様
な
産
業
集
積
を
支
え
て
い
る
中
小
企
業

に
対
し
、
金
融
か
ら
海
外
進
出
ま
で
の
充
実
し
た
支
援
策
を
講
じ
て
い
る
。
地
域
特
性

を
反
映
し
、
産
業
基
盤
整
備
に
も
乗
り
出
し
て
い
る
。

（ ） 　　 （第２部） ２０１３年 平成２５年 ７月３１日 水曜日 　　


